
 

 

災害時における福山市内郵便局，福山市間の相互協力に関する覚書 

 

 福山市内郵便局代表者福山郵便局長（以下「甲」という。）及び福山市長（以下「乙」と

いう。）は，福山市内に発生した地震その他による災害時において，相互の友愛精神に基づ

き，福山市及び福山市内の郵便局が相互に協力し，必要な対応を円滑に遂行するため，次

のとおり覚書を締結する。 

 

 （用語の定義） 

第１条 この覚書において，「災害」とは，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）

第２条第１号に定める被害をいう。 

 （協力要請） 

第２条 甲及び乙は，福山市内に災害が発生し，次の各号について必要が生じた場合は，

相互に協力を要請することができる。ただし，福山市内の状況に応じ迅速に対応する必要

があるときは，福山市長及び福山市を管轄する集配郵便局長が相互に協力を要請すること

ができる。 

１  災害救助法適用時における郵便・為替貯金・簡易保険の郵政事業にかかわる災害特別

事務取扱及び援護対策 

２  甲が管理する施設及び用地の避難場所，物資集積場所等としての使用 

３  乙が所有し，又は管理する施設及び用地の使用 

４  郵便局又は福山市が収集した被災市民の避難先及び被災状況の情報の相互提供 

５  甲は，必要に応じ避難場所に臨時に郵便差出箱を設置 

６  その他前各号に定めのない事項で協力できる事項 

 （協力の実施） 

第３条  両者は，前条の規定による要請を受けたときは，その重要牲に鑑み，協力するよ

う努めなければならない。 

 （経費の負担） 

第４条  第２条に規定する協力要請に対して，協力をした者が要した経費については，法

令その他に別段の定めがあるものを除くほか，それぞれ要請をした者が，適正な方法に

より算出した金額を負担する。 

２  前項の負担につき疑義が生じたときは，両者が協議し，負担すべき額を決定する。 

 （災害情報等連絡体制の整備） 

第５条  甲及び乙は，安否情報等の連絡体制を整備するため，その方策について協議する

ものとする。 

 （防災訓練への参加） 

第６条  福山市内の郵便局は，福山市若しくは各地域の行う防災訓練等に参加することが

できる。 

 （情報の交換） 

第７条  甲及び乙は，相互の防災計画の状況，協力要請事項に関し，必要に応じて情報の

交換を行う。 



 

 

 （連絡責任者） 

第８条 この覚書に関する連絡責任者は，甲においては福山郵便局副局長，乙においては

福山市総務部総務課長とする。 

 （協議） 

第９条 この覚書に定めのない事項及びこの覚書に関し疑義が生じたときは，両者が協議

し決定する。 

 

 この覚書の締結を証するため，この書面２通を作成し，甲乙両者が記名押印の上，各自

その 1通を保有する。 

 

 １９９７年（平成９年）５月３０日 

 

                福山市内郵便局 代表者 

             福山郵便局長  戸 井 真 五 

                                        

               福山市 

                          福山市長        三 好   章      


